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令和７・８年度建設工事入札参加資格審査申請書  

（市内工事）記入要領  

   

  

 

１ 一般的注意事項  

（1） この申請書の記入時点は、特に定めのある場合を除いて申請日現在で記入し

てください。  

（2） 数字は、アラビア数字（0、1、2、3）を用いてください。  

（3） 年号の大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、令和はＲを用いて記入してくださ

い。  

 

２ 建設工事競争入札参加資格審査申請書記入上の留意事項  

  

許可番号  

建設業の許可番号を記載してください。 

  

住 所  

登記簿上の住所と建設業法上の主たる営業所が別住所の場合には、上段に括弧書

きで登記簿上の本店の住所、下段に建設業法上の主たる営業所の住所を記入してく

ださい。 

  

１の欄     

該当するものに☑を入れてください。 

   申請を行うためには、いずれにもチェックが入っていることが必要です。  

   （参考）  

○地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）（抜粋）  

（一般競争入札の参加者の資格）   

第１６７条の４  普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほ

か、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させること

ができない。  

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第３２条第１項各号に掲げる者  

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号の

いずれかに該当すると認められるときは、その者について３年以内の期

間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理
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人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者について

も、また同様とする。   

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、

又は物件の品質若しく は数量に関して不正の行為をしたとき。   

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公

正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したと

き。   

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げ

たとき。   

四 地方自治法第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に

当たり職員の職務の執行を妨げたとき。   

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。   

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価

の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行ったとき。  

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できない

こととされている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支

配人その他の使用人として使用したとき。  

   

 ２の欄   

   申請内容について西条市から問い合わせさせていただくことがあります。内容に

ついて回答が可能な者を記入してください。  

   

３、４の欄  

    建設業法上の営業所所在地を記入してください。  

   

５、６の欄    

添付する経営事項審査の総合評定値通知書の「審査基準日」及び「自己資本額」

を記入してください。   

 

 ７の欄 

  建設業以外に行っている営業の種類を記入してください。該当がない場合は該当

なしと記入してください。 

 

８の欄   

    経営事項審査の審査対象建設工事のうち、西条市から工事の発注を希望する業種

に○印を記入してください。  

  

 ９の欄   

    建設業許可を受けている業種に○印を記入してください。  
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 10の欄  

    添付する経営事項審査の総合評定値通知書の審査基準日における役員及び従業員

の人数を記入してください。 

従業員のうち、「技術関係職員」の「有資格者」の人数は、建設業法第７条第２

号イ、ロ若しくはハに該当する職員数を記入し、「その他職員」の人数は「有資格

者」以外で技術関係に従事している職員数を記入してください。 

 なお、「その他職員」、「事務職員」は、申請者に直接雇用されている常用雇用労働

者のみを計上し、出向者や派遣労働者は含めることはできません。  

    また、従業員数の「計」の人数は、「有資格者」、「その他職員」、「事務職員」を

合算した人数を記入してください。  

 

11の欄  

   過去２年間（令和４年１２月１日～令和６年１１月３０日）の活動状況について

記入してください。※該当ない場合は空欄としてください。  

    

12の欄  

申請日において、本市との非常事態に関する協定を締結している団体に加入して

いる場合に、当該協定の締結の有無について、該当するものを○で囲んでくださ

い。「有」の場合、加入団体の名称及び当該協定の名称を記入してください。  

  

13の欄  

 （1）申請日において、社会保険等（雇用保険、健康保険、厚生年金保険）の加入状

況について、該当するものに〇を入れてください。  

    申請を行うためには、全て「加入」又は「適用除外」になっていることが必要で

す。 

  

(2)「就業規則への育児休業制度の規定」とは、「育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関する法律」第２条に定義する育児休業制度を就業

規則に規定し、労働基準監督署に届出を行っているものをいいます。  

 

(3)「次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定」とは、同法に基

づく当該行動計画を策定し、愛媛労働局に届出を行っているものをいいます。  

  

14の欄  

建設業労働災害防止協会加入の有無について該当するものに〇を入れてください。

「有」の場合、加入年月を記入してください。  
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15の欄    

次の要件をすべて満たす第三者賠償責任補償保険への加入の有無について該当

するものに○を入れて下さい。「有」の場合、保険期間及びてん補限度額を記入し

てください。 

   ①工事中及び工事引渡し後に発生した不測の事故で第三者の身体又は財物に損

害を与えたことにより、法律上の賠償責任を負担することになった場合に補

償する保険（工事中・工事引渡し後の対人・対物事故を対象とし、下請負人

に起因する損害を補償の対象に含むものであること。） 

   ②保険期間が１年以上の包括契約（入札参加申請を行う全業種について保険期

間中のすべての工事を補償対象とするもの）であること。 

   ③申請日の属する月の初日が保険期間に含まれているものであること。 

 

16の欄  

     令和２年４月１日から令和６年１０月３１日までの間において、愛媛県公安

委員会から委託を受けて、(公財)愛媛県暴力追放推進センターが実施する不当要求

防止責任者講習（「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」第 14 条第２

項に基づく講習）を受講した者が受講日から申請日現在まで引き続き在籍している

場合、記入してください。  

  

17の欄  

   添付する経営事項審査の総合評定値通知書の審査基準日において、自ら所有又は

審査基準日から１年７月以上の使用期間が定められたリース契約を行っている建設

機械の台数を記入してください。  

   

18の欄  

(1)  「（1）障害者雇用義務の有無」欄は、「障害者の雇用の促進等に関する法律

第」43条第１項の規定により障害者を雇用する義務の有無について、該当する

ものに〇を入れてください。 

「有」の場合、令和６年６月１日現在の状況を記入してください。  

      常用雇用労働者数が概ね４５.５名以上の場合に法定雇用義務があり（短時間

労働者がいる場合や業種により異なる）、毎年６月１日時点の雇用状況を「障害

者雇用状況報告書」により公共職業安定所（ハローワーク）に報告する必要が

あります。法定雇用義務の有無について不明な場合は、公共職業安定所（ハロ

ーワーク）にご確認ください。  

(2)  「（2）障害者法定雇用義務がある者の法定雇用義務達成状況」欄は、「（1）障

害者雇用義務の有無」欄で「有」を選択した者のみ記入してください。  

      法定雇用義務達成の達成とは、公共職業安定所（ハローワーク）に提出した

「障害者雇用状況報告書」（令和６年６月１日現在）において、「Ｂ 雇用の状
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況」の「⑫ 身体障害者、知的障害者又は精神障害者の不足数」欄が０人である

場合です。 

（3） 「（3）障害者の雇用の有無」欄は、「（1）障害者雇用義務の有無」欄で「無」

を選択した者のみ記入してください。  

（4） 「（4）雇用障害者情報」の欄は、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保

健福祉手帳の番号、障害等級又は障害区分を記入してください。（氏名の記入の

必要はありません。複数の手帳を所持している場合にはいずれか一つの手帳に

ついて記入してください。）  

  

19の欄  

西条市に建設工事入札参加資格審査申請書を提出又は提出を予定している系列の

企業（親・子会社）の有無について、該当するものに〇を入れてください。「有」の

場合、 (1)又は(2)に記入し、申請者の役員のうち、(1)又は(2)に記入した企業の役

員を兼任している場合は(3)に記入してください。  

なお、ここで記入する系列企業（親子会社）とは、議決権のうち 40％以上を親会

社の計算（他人名義も含む）において所有しているものをいいます。  

  

20の欄  

添付する経営事項審査の総合評定値通知書に計上されている建設業法第７条第２

号イ、ロ若しくはハ又は同法第 15条第２号イ若しくはハに該当する者又は建設業法

施行規則第 18 条の３第２項第２号に規定する登録基幹技能者講習を修了した者（基

幹技能者）について記入してください。  

（1）「年齢」欄は、申請日時点の満年齢を記入してください。  

（2）「経験年月数」欄は、現所属の在職期間だけではなく、技術者としての総経

験年数を記入してください。  

（3）「最終学校・学科名（卒業年月日）」欄は、建設業法第７条第２号イに該当す

る者のみ 記入し、他の者については記入不要です。  

（4）「有資格区分コード」欄及び「講習受講」欄については、経営事項審査の技

術職員名簿（建設業法施行規則別紙様式第 25 号の 11 別紙 2）に使用するコ

ード（有資格区分コードは、建設業法施行規則別表（4）及び別表（5）に該

当するもの。なお、能力評価基準によるレベル３技能者は「703」、レベル４

技能者は「704」。講習受講は、受講の場合は「1」、それ以外は「2」）を記入

してください。  

有資格区分コード「001」、「002」、「003」、「004」、「064」又は「099」の記入

がある実務経験者及び基幹技能者については、担当している業種を２つ以内

で選び、「業種コード」欄に該当する業種コードを記入してください。なお、

業種コードは、技術職員名簿の記載要領中の「業種コード」に該当するもの

を記入してください。（上記実務経験者及び基幹技能者以外の有資格者につい

ては、業種コードの記入は不要です。）  

なお、欄が不足する場合は、行を追加せず、シートをコピーしてください。  
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      ※技術職員の保有する資格について、もれなく記入してください。  

（6）「マスター該当（担当業種）」欄は、優秀施工者国土交通大臣顕彰受賞者（建

設マスター）について、担当業種を記入してください。  

（7）「若年」及び「女性」欄は、当該技術職員が、若年者（申請日時点において

満 35歳未満の者）又は女性に該当し、かつ申請日時点に在職している場合

に、「○」を記入してください。（代表者、役員、出向者及び派遣労働者を除

く。）  

 

21の欄  

申請日における満 35歳未満の技術関係職員について記入してください。申請者に

直接雇用されている常用雇用労働者（申請日以前に３カ月以上の雇用関係にある者

に限る。）のみを記載し、代表者、役員、出向者及び派遣労働者を記載することはで

きません。  

なお、20の欄に記載されている者については、記入不要です。  

（1）「年齢」欄は、申請日時点の満年齢を記入してください。  

（2）「職種」欄は、鉄筋工、左官、溶接工等、従事している職種を記入してくだ

さい。  

  

22の欄  

    申請日における女性の技術関係職員について記入してください。申請者に直接雇

用されている常用雇用労働者（申請日以前に３カ月以上の雇用関係にある者に限

る。）のみを記載し、代表者、役員、出向者及び派遣労働者を記載することはでき

ません。  

なお、20の欄に記載されている者については、記入不要です。  

（1）「年齢」欄は、申請日時点の満年齢を記入してください。  

（2）「職種」欄は、鉄筋工、左官、溶接工等、従事している職種を記入してくだ

さい。  

  

23の欄  

過去５年間に表彰受賞歴がある場合に、表彰名及び受賞年月日を記入してくださ

い。 

 

24の欄  

過去３年間で入札参加資格停止措置（西条市が行った処分に限る）又は建設業法

に基づく監督処分（指示処分、営業停止処分又は許可取消処分（同法第 29条第１項

第４号の規定に基づく許可取消処分を除く。）をいう。）を受けている場合、その内

容を記入してください。  

なお、「処分等の内容・期間」及び「処分等の理由」は、できるだけ簡潔に記入し

てください。  
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 25の欄  

金融機関名は支店名まで記入し、普通預金、当座預金のうち該当するものに〇を

入れてください。  

   

26の欄  

入札契約等に用いる印（使用印）を押印してください。実印と同一の場合も押印

が必要です。 

なお、使用印は代表者印、営業所長印、個人の認印等の個人を特定できる印鑑の

み登録できます（会社印のみの使用はできません。）。 


